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【第 198 回国会】平成 31 年３月 19 日（火）、第３回の委員会が開かれました。 

 

１ 地方創生の総合的対策に関する件 

・片山国務大臣、中村文部科学大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

（質疑者）小林茂樹君（自民）、桝屋敬悟君（公明）、長谷川嘉一君（立憲）、亀井亜紀子君（立憲）、大

串博志君（立憲）、緑川貴士君（国民）、白石洋一君（国民）、宮本岳志君（共産）、杉本和巳

君（維新）、広田一君（社保） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

小林茂樹君（自民） 

 

（１） 地域再生法改正案 

   ア 地域住宅団地再生事業の概要及び効果 

   イ 市街化調整区域における農地付き空き家等の取得促進のための事業の概要及び効果 

（２） 地方大学・地域産業創生交付金の所管が内閣府である理由及び同交付金を継続する期間 

（３） 中長期的な人口減少の克服についての大臣の見解 

 

桝屋敬悟君（公明） 

 

（１） 東京一極集中についての大臣の見解 

（２） 今後の地方創生推進に向けた大臣の決意 

（３） まち・ひと・しごと創生事業の更なるＰＲの必要性 

（４） 議員立法で提出を検討している労働者協同組合法案についての大臣の見解 

 

長谷川嘉一君（立憲） 

 

（１） これまでの地方創生の取組に対する大臣の評価 

（２） 道州制に関する大臣の見解 

（３） 東京一極集中が加速していることについての大臣の見解 

（４） 地方へのＵＩＪターンによる起業・就業者創出支援制度の概要及び支援対象者の人数 

（５） 地方自治体における外国人受入れ体制の在り方 

（６） 外国人の生活保護受給問題等についての大臣の見解 

 

亀井亜紀子君（立憲） 

 

（１） ３月 14 日の所信の中で述べられた「近未来技術」「第４次産業革命」及び「スーパーシティ構想」

の具体的内容及び地方創生との関連性 

（２） 少子化対策 

ア これまでの少子化対策が失敗した要因 

イ 人口減少及び都市への人口集中に対する問題意識 

（３） 地域活性化のために教育・文化に係る予算を手厚くすることについての中村文部科学大臣政務官の

見解 

（４） 地方大学・地域産業創生交付金事業が企業主導になってしまう懸念 

 

大串博志君（立憲） 



本ニュースは、審査概要として事務局において作成しているものです。詳細な内容については、会議録を御参照ください。 

2 

 

（１） 大臣が地方に在住した経験の有無 

（２） 地方が厳しい状況に置かれていると言われる理由 

（３） 地方において人口減少、少子化が進む要因に対する大臣の見解 

（４） 地方に仕事が少ない理由 

（５） 地方に就きたい仕事が無い理由 

（６） 地方創生に向けた政策ツールの内容 

（７） 現在の限られた予算と大臣の権限で、地方創生の成果をあげることに対する大臣の見解 

（８） 次期のまち・ひと・しごと創生長期ビジョンや総合戦略において、人口の流出・流入のような根本

問題に関する目標やＫＰＩを設定する必要性 

 

緑川貴士君（国民） 

 

少子化対策 

ア 少子化を食いとめることが地方創生の大きな目的の１つであることの確認 

イ 出生数、合計特殊出生率の減少傾向に対する大臣の見解 

ウ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略のＫＰＩ検証に関する報告書」において、「若い世代の結婚・

出産・子育ての希望をかなえる」という基本目標についての評価がなされていない理由 

エ 「地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする」という基本目標と、成果指標の１つであ

る女性の就業率との関係 

オ 平成 25 年公表の「日本の地域別将来推計人口」と平成 30 年公表の当該推計人口を比較した場合、

消滅可能性都市数が２倍以上になっていることに対する大臣の見解 

 

白石洋一君（国民） 

 

（１） 有害鳥獣被害対策 

ア 農作物及び人的被害の状況 

イ 猟友会の会員数 

ウ 都道府県における捕獲事業及び民間事業者の誘致の取組 

エ 民間事業者の採算が取れるよう支援する必要性 

オ 認定鳥獣捕獲等事業者に対する金銭的支援 

カ 指定管理鳥獣捕獲等事業に係る国の予算額及び神奈川県の取組 

キ 自衛隊による鳥獣被害対策への協力 

ク ジビエの利用拡大のために国が支援する必要性 

ケ ジビエ関係の予算額 

コ 地方創生の観点からの有害鳥獣被害についての大臣の見解 

（２） 埋蔵文化財 

ア 発見の端緒 

イ 地方自治体における調査手法 

ウ 記録保存の判断主体 

エ 土地所有者の経費負担の在り方 

オ 調査結果公表の必要性 

 

宮本岳志君（共産） 

 

東京一極集中問題 
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ア まち・ひと・しごと創生総合戦略における東京一極集中是正に係る目標達成の見込み 

イ 総合戦略に基づく施策による各年における東京圏の転入・転出者数の見込み 

ウ 東京一極集中是正に係る基本目標の進捗について、効果が十分に発現していないことの確認 

エ 東京一極集中是正に係る各施策の進捗について、２つの施策を除き目標達成に向け進捗している

ことの確認 

オ 基本目標の進捗と各施策の進捗の評価の不整合についての大臣の見解 

カ 東京における超高層マンションの数 

キ 超高層マンションによって人口が集中することについての大臣の見解 

ク 超高層マンションの入居者に係る調査の有無 

ケ 総合戦略に係る検証会の委員による施策が誤りだとする指摘の有無 

 

杉本和巳君（維新） 

 

地方創生に関するミクロレベルでの施策の成功事例の横展開等に向けた今後の展望についての大臣の

見解 

 

広田一君（社保） 

 

（１） 地方交付税制度 

   ア 小規模な地方自治体等の地域の実態に合わせた地方交付税の配分の在り方 

   イ 財政運営への支障を生じさせない算定の在り方 

（２） 政府関係機関の地方移転 

   ア これまでの取組に対する大臣の見解 

   イ 地方移転という言葉にふさわしい取組にしていくために見直しを行う必要性 

 


